
条 例

�愛媛県条例第４５号
愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例

愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例（平成１９年愛媛県条例第１０号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和３年３月１日から施行する。ただし、第３条第２項の改正規定及び附則第３項の規定は、令和４年１月１日から施行

する。

（経過措置）

２ 改正前の愛媛県障害者雇用促進のための県税の特別措置に関する条例（以下「旧条例」という。）第３条第１項に規定する要件に該当

する法人に対するこの条例の施行の日前に開始した事業年度に係る法人の事業税の不均一課税については、なお従前の例による。

発 行 愛 媛 県
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改 正 後 改 正 前

（事業税の不均一課税）

第３条 常時雇用する労働者の数が４３．５人未満である法人（知事が

定めるものに限る。）であって平成３１年４月１日から令和４年３

月３１日までの間に開始する各事業年度の雇用障害者数が平成３０年

４月１日から平成３１年３月３１日までの間に開始する最後の事業年

度（以下「基準事業年度」という。）の雇用障害者数（基準事業

年度を有しない法人にあっては、零とする。以下同じ。）を超え

るものに課する事業税の額は、当該各事業年度に限り、愛媛県県

税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号。以下「県税条例」

という。）第１８条の２及び附則第１９条の規定にかかわらず、これ

らの規定に規定する税率に２分の１を乗じて得た率で算定した金

額とする。

２ 常時雇用する労働者の数が４３．５人未満である個人（知事が定め

るものに限る。）であって令和２年１月１日から令和４年１２月３１

日までの各年の雇用障害者数が平成３１年１月１日から令和元年１２

月３１日までの期間（以下「基準年」という。）の雇用障害者数

（基準年を有しない個人にあっては、零とする。以下同じ。）を

超えるものに課する事業税の額は、当該各年に限り、県税条例第

１８条の４の規定にかかわらず、同条に規定する税率に２分の１を

乗じて得た率で算定した金額とする。

３・４ 省略

（事業税の不均一課税）

第３条 常時雇用する労働者の数が４５．５人未満である法人（知事が

定めるものに限る。）であって平成３１年４月１日から令和４年３

月３１日までの間に開始する各事業年度の雇用障害者数が平成３０年

４月１日から平成３１年３月３１日までの間に開始する最後の事業年

度（以下「基準事業年度」という。）の雇用障害者数（基準事業

年度を有しない法人にあっては、零とする。以下同じ。）を超え

るものに課する事業税の額は、当該各事業年度に限り、愛媛県県

税賦課徴収条例（昭和２５年愛媛県条例第２１号。以下「県税条例」

という。）第１８条の２及び附則第１９条の規定にかかわらず、これ

らの規定に規定する税率に２分の１を乗じて得た率で算定した金

額とする。

２ 常時雇用する労働者の数が４５．５人未満である個人（知事が定め

るものに限る。）であって令和２年１月１日から令和４年１２月３１

日までの各年の雇用障害者数が平成３１年１月１日から令和元年１２

月３１日までの期間（以下「基準年」という。）の雇用障害者数

（基準年を有しない個人にあっては、零とする。以下同じ。）を

超えるものに課する事業税の額は、当該各年に限り、県税条例第

１８条の４の規定にかかわらず、同条に規定する税率に２分の１を

乗じて得た率で算定した金額とする。

３・４ 省略
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３ 旧条例第３条第２項に規定する要件に該当する個人に対する令和４年度分までの個人の事業税の不均一課税については、なお従前の例

による。

�愛媛県条例第４６号
けん

愛媛県地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化のための県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例を次のよう

に公布する。

令和２年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広
けん

愛媛県地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化のための県税の特別措置に関する条例の一部を改正する条例
けん

愛媛県地域経済牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化のための県税の特別措置に関する条例（平成２０年愛媛県条例第４５号）の

一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から施行する。

�愛媛県条例第４７号
えひめこどもの城管理条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

えひめこどもの城管理条例の一部を改正する条例

えひめこどもの城管理条例（平成１７年愛媛県条例第２７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、令和３年３月１日から施行する。

改 正 後 改 正 前

（不動産取得税の課税免除）

第２条 促進区域内において、法第４条第１項に規定する基本計画

の同条第６項の規定による同意（当該同意が令和３年３月３１日ま

でに行われたものに限る。）の日から起算して５年内に、法第２５
けん

条に規定する承認地域経済牽引事業のための施設のうち地域経済

牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第

２６条の地方公共団体等を定める省令（平成１９年総務省令第９４号）

第２条に規定する対象施設の用に供する家屋（当該施設の用に供

する部分に限るものとし、事務所等に係るものを除く。）又はそ

の敷地である土地の取得（当該同意の日以後の取得に限り、か

つ、土地の取得については、その取得の日の翌日から起算して１

年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場

合における当該土地の取得に限る。）をした法第１４条第１項に規
けん

定する承認地域経済牽引事業者に対しては、当該不動産の取得に

対する不動産取得税を課税しない。

（不動産取得税の課税免除）

第２条 促進区域内において、法第４条第１項に規定する基本計画

の同条第６項の規定による同意（当該同意が令和３年３月３１日ま

でに行われたものに限る。）の日から起算して５年内に、法第２４
けん

条に規定する承認地域経済牽引事業のための施設のうち地域経済

牽引事業の促進による地域の成長発展の基盤強化に関する法律第

２５条の地方公共団体等を定める省令（平成１９年総務省令第９４号）

第２条に規定する対象施設の用に供する家屋（当該施設の用に供

する部分に限るものとし、事務所等に係るものを除く。）又はそ

の敷地である土地の取得（当該同意の日以後の取得に限り、か

つ、土地の取得については、その取得の日の翌日から起算して１

年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場

合における当該土地の取得に限る。）をした法第１４条第１項に規
けん

定する承認地域経済牽引事業者に対しては、当該不動産の取得に

対する不動産取得税を課税しない。

改 正 後 改 正 前

別表第２（第６条、第９条、第１３条、第１４条関係） 別表第２（第６条、第９条、第１３条、第１４条関係）

区 分 単 位 金 額 区 分 単 位 金 額

省略 省略

エア式大型スライダー 省略 エア式大型スライダー 省略

ジップライン １人１往復につき ２，５００円

愛 媛 県 報令和２年１２月１８日 第１６７号外１
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�愛媛県条例第４８号
愛媛県港湾管理条例の一部を改正する条例を次のように公布する。

令和２年１２月１８日

愛媛県知事 中 村 時 広

愛媛県港湾管理条例の一部を改正する条例

愛媛県港湾管理条例（昭和２８年愛媛県条例第４７号）の一部を次のように改正する。

次の表の改正前の欄に掲げる規定を同表の改正後の欄に掲げる規定に下線で示すように改正する。

附 則

この条例は、公布の日から起算して３０日を経過した日から施行する。

改 正 後 改 正 前

別表第５（第１０条関係）

１ 省略

２ その他の港湾施設使用料

別表第５（第１０条関係）

１ 省略

２ その他の港湾施設使用料

港湾施設 区 分 単 位
金 額

港湾施設 区 分 単 位
金 額

重要港湾 地方港湾 重要港湾 地方港湾

省略 省略

軌道走行

式荷役機

械

ガントリー

クレーン

３０分までご

とにつき

� 松山港

２７，９８

５．９円

� 三島川

之江港

２１，６０４円

軌道走行

式荷役機

械

ガントリー

クレーン

３０分までご

とにつき
２７，９８５．９円

省略 省略

移動式荷

役機械

コンテナ用

リフト（最

大荷重が１０

トンを超え

るもの）

省略

移動式荷

役機械

フォークリ

フト （最

大荷重が１０

トンを超え

るもの）

省略

コンテナ用

リフト（最

大荷重が１０

トン以下の

もの）

省略 フォークリ

フト （最

大荷重が１０

トン以下の

もの）

省略

省略 省略

注 省略 注 省略

令和２年１２月１８日 発行

愛 媛 県 報令和２年１２月１８日 第１６７号外１
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